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本書の構成

■　重点事業
　平成30年度事業計画の重点事業

■　実施事業

■　記載内容の表記

（※）財源の表記　 会費： 社協会費

共募： 共同募金配分金

市補： 市補助金

Ｖ基： ボランティア基金

平成30年度事業を「第3次地域福祉活動実施計画（平成30年度～平成32年度）」の取組項目に
沿ってまとめています。

　
施策の方向性２
住民が共にたすけあい、支えあう活動を促進する
　　　↑
　　活動計画における施策の方向性

　＜活動計画取組項目８＞
　　　　↑
　　　　活動計画の取組項目番号

　
　　　○ 見守り活動の促進　【地域福祉推進課】（共募）　1,615千円　[1,610千円]
　　　　　↑　　　　　　　　　　↑　　　　　↑　　　　↑　　　　　↑
　　　　　活動計画における取組項目　担当部署　（※）財源　　Ｈ30予算　　[Ｈ29予算]
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Ⅰ 重点事業 

本会の基盤強化方針（平成 29～32年度）に基づき、法人の継続性・安定性を確保するととも

に、事業効果の向上と活動の可視化を図ります。また、新たに策定した「第３次地域福祉活動実

施計画（平成 30～32年度）」に基づき、平成 30年度は新規の取組項目「大学と地域の連携の促

進」、「子どもの居場所づくりに取り組んでいる団体との関係づくり」及び「地域ケア会議の立ち

上げ支援」のほか、以下の重点取組項目等により、「つなぐ・つながる・ひろめる」地域づくり

に積極的に取り組んでいきます。 
 
 

１ 見守り活動の促進 P6 

地域住民の共助による日常的な見守りや安否確認等が行われるよう、新規立ち上げや活動の

継続に向けた支援を行います。 

 
 
 

２ 地域支えあい活動の促進 P6 

地域住民の共助による生活支援等の助けあい活動が行われるよう、新規立ち上げや活動の継

続に向けた支援を行います。 

 
 
 

３ ふれあい・いきいきサロンの促進 P6 

高齢者が生きがいを持って、いきいきと暮らしていけるよう、地区部会が実施するサロン活

動を支援します。 

 
 
 

４ 社会福祉法人の地域における公益的な取組みの相談・支援 P9 

地域における公益的な取組みが広がるよう、社会福祉法人を支援します。 

 
 
 

５ コミュニティソーシャルワーカーを中心とした生活支援の展開 P11 

コミュニティソーシャルワーカーが中心となり、支援の手が届かない制度の狭間にいる人た

ちに寄り添いながら困りごとの解決に向けた支援を行います。具体的には、個別支援を通じて

地域の課題を把握し、地域のニーズに応じた地域における支えあいの仕組みづくりを行います。 

 
 
 

６ 災害ボランティアセンター設置・運営に向けた体制整備 P14 

災害ボランティアセンターで本会職員とともに活動できるボランティアを養成し、発災時に

は速やかに災害ボランティアセンターを設置・運営できるよう体制整備を行います。 
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Ⅱ 実施事業 

１ 地域福祉活動実施計画に記載している取組項目 
 

施策の方向性１ 

福祉に関する市民の関心を高め、福祉のまちづくりへの理解を促進する 
 

＜活動計画取組項目１＞ 

○ 市民向けセミナーの実施【社会福祉研修センター】 

（予算はｐ18 指定管理の研修に含む） 

市民がいきいきと安心して地域で暮らせるよう健康や介護などをテーマとした市民向

けセミナーを開催します。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

研修数 ２８研修 ３６研修 

受講者数 １，２４５人 １，６２５人 

 

＜活動計画取組項目２＞ 

○ 成年後見制度の普及・啓発【成年後見支援センター】 

（受託金）560千円[494千円] 

認知症や知的障害、精神障害などのために判断能力が十分でない方の権利や財産を守

る成年後見制度の普及・啓発を図るため、ホームページによる情報提供、パンフレット

の配架に加え、各種専門職団体等と連携した講習会の開催や、出前講座に出向きます。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

ホームページによる情報提供 常時 常時 

パンフレットの配架 常時 常時 

講習会等の開催 ２回 ２回 

出前講座の実施 ２４回 １５回 

 

＜活動計画取組項目３＞ 

○ ボランティア・市民活動へのきっかけづくり【地域福祉推進課】 

（市補・共募・会費）2,671千円[2,811千円] 

 ボランティア活動を希望する人が活動のきっかけをつかみ、いきいきと活動を続けら

れるよう、ボランティア側、受入側双方に対して情報提供・啓発を行います。また、ボ

ランティア活動希望者や受入施設を対象にした講座の開催や、新たに公民館のサークル

などを対象とした講座の開催にも取り組んでいきます。 
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 区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

講座実施回数 ３３講座 ３３講座 

参加人数 ８７０人 ８６５人 

 

           (ボランティアセンターのお知らせ) 

 区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

発行部数 各１，３００部 各１，５００部 

発行回数 年８回 年８回 

 

＜活動計画取組項目４＞ 

○ ボランティア活動推進協力校への支援【地域福祉推進課】 

（市補・共募）1,562千円[2,507千円] 

 毎年、市内小・中学校６校を３年間、ボランティア活動推進協力校として指定し、企

画・提案や助成金を通じて、学校が行う福祉教育を支援していきます。 

 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

小・中学推進協力校数 ６校 ５校 

推進協力校数（継続） １０校 １０校 

 

＜活動計画取組項目５＞ 

○ 福祉教育の促進 

  【地域福祉推進課】        （市補・共募・会費）1,376千円[1,839千円] 

    学校における福祉教育が円滑に促進されるよう、学校教員に対し情報紙や冊子

を配付するとともに福祉教育に関する講座を開催します。また、小中学校の児童・

生徒に対し、情報紙や冊子を配付し、福祉のこころを醸成するため、学校におけ

る福祉教育を支援します。 

（福祉教育ニュース） 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

発行部数 各６，０００部 各１，３００部 

発行回数 年２回 年２回 
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     （わたしもぼくもボランティア） 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

発行部数 ５１，０００部 ５１，０００部 

発行回数 年１回 年１回 

 

 

     （小学生向け福祉冊子） 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

発行部数 ８，０００部 ８,０００部 

発行回数 年１回 年１回 

 

 

     （福祉教育講座） 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

講座実施回数 年１回 年１回 

参加人数 ４０人 ４０人 

 

【社会福祉研修センター】 

社会福祉士養成課程における相談援助実習の実習生を受け入れ、各部署におい

て社会福祉士として必要な知識及び援助技術を習得するための実習指導を行うと

ともに、実習プログラムの充実を図ります。 

      

（社会福祉士養成課程援助実習の実習生の受け入れ） 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

受入数 ９人 ９人 

 

＜活動計画取組項目６＞ 

○ 福祉の体験学習機会の提供【地域福祉推進課】 

（市補・共募・Ｖ基）1,638千円[303千円] 

 実践できるメニューを提供し、学校における福祉体験の要請に応えていくとともに、

福祉体験用具の貸出、講師派遣（ふれあいトーク）、本会職員による体験講座を市内の小・

中学校で活用してもらえることを目指すとともに、学校や地域等に対し情報発信してい

きます。 
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 区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

福祉用具延貸出件数   

ふれあいトーク実施件数 ７０校 ６２校 

職員派遣学校数   

    ※上表区分のうち、１つ以上実施した学校数 

 

＜活動計画取組項目７＞ 

○ 大学と地域の連携の促進≪新規≫【地域福祉推進課】 

大学と地域を結び付け、大学の持つ力が地域づくりに活かされるよう、具体的な連携

ができるよう取り組みます。 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

連携事業実施校 １校増 ― 
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施策の方向性２ 

住民が共にたすけあい、支えあう活動を促進する 

 

＜活動計画取組項目８＞ 

○ 見守り活動の促進【重点取組項目】【地域福祉推進課】 

    （共募）1,615千円［1,610千円］ 

地域住民の共助による日常的な見守りや安否確認等が行われるよう、新規立ち上げや

活動の継続に向けた支援を行います。具体的には、地区部会のエリアで見守り活動が拡

充できるよう、助成等を通じて支援します。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

地区部会数 ３５地区部会 ３２地区部会 

町内自治会数 ３２３町内自治会 ３２２町内自治会 

 

＜活動計画取組項目９＞ 

○ 地域支えあい活動の促進【重点取組項目】【地域福祉推進課】 

地域住民の共助による生活支援等の助けあい活動が行われるよう、新規立ち上げや活

動の継続に向けた支援を行います。具体的には、各種助成金制度を活用し、近隣へ広め

るきっかけとなる実践事例をつくります。 

 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

地区部会数 ６地区部会増 ― 

 

＜活動計画取組項目１０＞ 

○ ふれあい・いきいきサロンの促進【重点取組項目】【地域福祉推進課】 

（市補・会費・共募） 6,117千円［6,306千円］ 

高齢者が生きがいを持って、いきいきと暮らしていけるよう、地区部会が実施するサ

ロン活動を支援します。具体的には、引き続き助成等を通じ、地区部会を支援します。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

地区部会数 ６４地区部会 ６４地区部会 

実施回数 ４，０７８回 ４，２０４回 
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＜活動計画取組項目１１＞ 

○ ふれあい・子育てサロンの促進【地域福祉推進課】 

（市補・会費・共募）1,160千円［1,197千円］ 

身近な地域で交流を望む子育て中の親がほっとするひと時を過ごすため、地区部会が

実施するサロン活動を支援します。具体的には、引き続き助成等を通じ、実施地区部会

を支援します。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

地区部会数 ５６地区部会 ５５地区部会 

実施回数 ７７３回 ７９８回 

 

＜活動計画取組項目１２＞ 

○ ふれあい・散歩クラブの促進【地域福祉推進課】 

   （市補・会費・共募）650千円［689千円］ 

高齢者が生きがいをもって、いきいきと暮らしていけるよう、気軽にはじめることが

できる散歩クラブを実施する地区部会を支援します。具体的には、引き続き助成等を通

じ、実施地区部会を支援します。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

地区部会数 ３２地区部会 ３２地区部会 

実施回数 ６５０回 ６８９回 

 

＜活動計画取組項目１３＞ 

○ ふれあい食事サービス事業への支援【地域福祉推進課】 

（市補・負担金・共募・会費）13,008千円［13,880千円］ 

ひとり暮らし高齢者などを対象に、見守りを兼ねた配食を行う地区部会・会食を伴う

交流事業を行う地区部会に助成・援助します。具体的には、引き続き助成等を通じ、実

施地区部会を支援します。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

地区部会数 ３８地区部会 ３９地区部会 

実施回数 ３６７回 ３７５回 

食数 １４，４９０食 １４，５８０食 
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＜活動計画取組項目１４＞ 

○ 地区部会活動従事者に対する研修の実施【地域福祉推進課】 

（共募）301千円［469千円］ 

地区部会活動に有益な知識やスキルを提供するため、地区部会従事者に対する研修を

年４回実施します。 

 

＜活動計画取組項目１５＞ 

○ 民生委員・児童委員に対する研修の実施【社会福祉研修センター】 

（予算はｐ18 指定管理の研修に含む） 

主任児童委員、新任民生委員・児童委員を対象に、民生委員・児童委員活動に必要な

知識の習得を促し、活動を円滑にするための研修を実施します。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

研修数 １研修 １研修 

受講者数 １５０人 １５０人 

 

＜活動計画取組項目１６＞ 

○ ボランティア活動をする人材の養成【地域福祉推進課】 

                    （市補・基金・会費）489千円［529 千円］ 

ボランティアを必要としている人の希望に応えられるようにボランティア養成講座を

実施するとともに、受入側にも啓発していきます。 

 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

養成講座実施回数 １２回 １２回 

参加人数 ３６０人 ３３０人 

 

＜活動計画取組項目１７＞ 

○ 子どもの居場所づくりに取り組んでいる団体との関係づくり≪新規≫ 

【地域福祉推進課】 

子どもの居場所づくりに取り組んでいる団体間でのネットワークを構築するための情

報収集を行います。 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

取組内容 情報収集 ― 
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施策の方向性３ 

社会福祉法人や企業による地域における公益的な取組みを促進する 

 

＜活動計画取組項目１８＞ 

○ 社会福祉法人の地域における公益的な取組みの相談・支援 

【重点取組項目】≪新規≫【地域福祉推進課】（共募）226千円［ － ］ 

地域における公益的な取組みが広がるよう、社会福祉法人を支援します。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

連携事業実施法人 １３法人増 ― 

 

＜活動計画取組項目１９＞ 

○ 企業の社会貢献活動への相談・支援【地域福祉推進課】 

 企業からの相談に基づき、社会貢献活動の提案を行うとともに、企業の取組みの参考

になるような事例を収集し、ホームページに掲載していきます。 
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施策の方向性４ 

生活課題の解決に向けて、関係者間の連絡調整の役割を担うとともに、一部の生活支

援については自ら実施する 

 

＜活動計画取組項目２０＞ 

○ 地域ケア会議の立ち上げ支援≪新規≫【地域福祉推進課】 

あんしんケアセンターが、地域課題について話し合う地域ケア会議を立ち上げ、継続

的な実施ができるよう支援します。 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

取組内容 
①既存会議出席 

②新規立上げ支援 
― 

 

＜活動計画取組項目２１＞ 

○ 本会の相談窓口の充実 

【区事務所】               

様々な困難を抱えた方の相談に応じ、地域との連携を通じて、課題解決に向け

支援を行います。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

コミュニティソーシャ

ルワーカー会議 

（個別支援ケース検討） 

年１２回 年１２回 

 

【成年後見支援センター】          （受託金）646千円[646千円] 

権利擁護に関する相談に応じ、市民の不安や疑問を解消するため、弁護士会や

法テラスなどの関係機関と連携を図って対応します。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

相談件数 ８３０件 ８３０件 

 

【生活自立・仕事相談センター】    （受託金）23,394千円［23,394千円］ 

  生活保護に至る前の生活困窮者が、生活困窮から早期脱却するために、相談支

援により抱えているニーズを把握し、本人の状態に応じた支援計画を策定すると

ともに、自立相談支援を包括的かつ継続的に行い、自立に向けた支援を行います。 
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区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

新規相談件数 １，７００件 １，０００件 

プラン作成件数 ２８０件 ５４０件 

            ※ 上記件数は、市内全域における目標件数 

 

【心配ごと相談所（社会福祉課）】    （市補、共募）1,477千円[1,510千円] 

市民の生活上のさまざまな悩み事相談に、経験豊かな相談員が面談、電話で応

じて問題解決を図ります。また、法律問題を伴う相談に応じるため、弁護士によ

る法律相談を行います。 

[開所時間] 月～金曜日（祝日・年末年始を除く）１０：００～１５：００ 

[相 談 員] 民生委員・児童委員及び有識者 計１４名 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

法律相談 年９回 年９回 

開設日 ２４４日 ２４４日 

 

＜活動計画取組項目２２＞ 

○ コミュニティソーシャルワーカーを中心とした生活支援の展開 

【重点取組項目】≪新規≫【地域福祉推進課】 

コミュニティソーシャルワーカーが中心となり、支援の手が届かない制度の狭間にい

る人たちに寄り添いながら、様々な関係団体・機関とのネットワークを構築、活用し、

困りごとの解決に向けた支援を行います。具体的には、個別支援を通して地域の課題を

把握し、地域のニーズに応じた地域における支えあいの仕組みづくりを行います。 

 

＜活動計画取組項目２３＞ 

○ 本会が担う生活支援の推進 

・生活困窮者の自立促進【生活自立・仕事相談センター】 

（受託金）23,394千円［23,394千円］＝再掲＝ 

  経済的困窮だけではなく、社会的に孤立していることが多い相談者の社会的自

立のための支援とそのための地域の支援体制づくりを行います。 

具体的には、社会とのつながりを取り戻せるように、地域の中で、居場所や役

割を確保し、参加できるようにしていきます。また、相談者が暮らす生活基盤と

しての地域をよりよくしていきます。 
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・生活福祉資金貸付事業【社会福祉課】  （受託金）18,588千円[20,965千円] 

千葉県社会福祉協議会から、低所得者、障害者または高齢者に対して、無利子

又は低利で融資する貸付事業の一部を受託し、貸付事業を行うとともに、相談支

援を通じて、自立を援助します。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

新規貸付件数 ２８０件 ２１０件 

 

・日常生活自立支援事業【成年後見支援センター】 

（利用料、市補）41,965千円[30,843千円] 

認知症や知的障害、精神障害などのために判断能力に不安を抱える方が、住み

慣れた地域で安心して生活できるよう、福祉サービスの利用手続きや日常的な金

銭管理に関する助言や手続き代行等の援助をします。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

利用者数 ２３４人 ２２４人 

市民活動者数 ６０人 ５０人 

 

  ・法人後見事業【成年後見支援センター】 （後見報酬等）6,859千円[6,332千円] 

成年後見人等を家庭裁判所より受任し、認知症や知的障害、精神障害などのた

めに判断能力が十分でない方の権利や財産を守ります。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 備考 

受任件数 ２５件 ２５件  

市民活動者数 ２２人 ２１人 
家庭裁判所からの選任

の有無を問わない 

 

・市民後見人の養成・育成【成年後見支援センター】（受託金）270千円[607千円] 

市民後見活動の促進を図るため、市民後見人候補登録者に対してフォローアッ

プ研修を行います。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

新規養成人数 － ３０人 

候補者登録人数 １００人 ８５人 

フォローアップ研修 ２回 ２回 
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・千葉市生活支援コーディネーター設置業務の実施 

【中央区事務所・若葉区事務所・緑区事務所】（受託金）14,544千円［4,745 千円］ 

日常生活上の支援が必要な高齢者が、住み慣れた地域で生きがいを持って在宅

生活を継続していくために必要となる多様な主体による多様な生活支援・介護予

防サービスの提供体制を構築するため、支援ニーズとサービスのコーディネート

機能を担い、サービスを提供する事業主体と連携して支援体制の充実・強化を図

ります。 
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施策の方向性５ 

災害対応力の向上を図る 

 

＜活動計画取組項目２４＞ 

○ 災害ボランティアセンター設置・運営に向けた体制整備 

【重点取組項目】【地域福祉推進課】（共募）75千円[65千円] 

 災害ボランティアセンターで活動できるボランティアを養成し、発災時には速やかに

災害ボランティアセンターを設置・運営できるよう体制整備を行うとともに、災害ボラ

ンティアセンター設置・運営できるよう体制整備を行います。 
 

  区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

講座実施回数 ２回 ２回 

訓練実施回数 ２回 ２回 
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２ 地域福祉活動実施計画外の主だった事業 

 

○ 社協だよりの発行【総務課】      （会費、共募）2,205千円[2,205千円] 

社協の存在や地域福祉の現状を広く市民にＰＲするため、社協だよりを年４回発行し、

各町内自治会での回覧や公共施設などへの配架を通じて、多くの市民へ情報を提供しま

す。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

発行部数 各３２，０００部 各３２，０００部 

発行回数 年４回 年４回 

 

○ 地域ふくし力アップ助成金の活用等による地域の仕組みづくりの推進 

【地域福祉推進課】（その他）1,850千円［1,800千円］ 

コミュニティソーシャルワーカーを中心として、区事務所が、各種団体・関係機関と

連携し、地域特性に合わせた福祉の課題の解決に向けた取組みや仕組みづくりに引き続

き努めます。 

 

○ 広報紙（地区部会だより）の発行【地域福祉推進課】 

（会費・共募）2,595千円［2,790千円］ 

地域の住民に対して地区部会活動への理解と担い手を確保・育成していくために、広

報紙（地区部会だより）の発行を通して地域福祉の推進を図ります。また、より良い事

業展開と継続的に実施できるよう実施地区部会を支援します。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

地区部会数 ６８地区部会 ６７地区部会 

発行回数 １７３回 １８６回 

 

○ 地区部会ボランティア講座【地域福祉推進課】（市補）1,200千円［1,530千円］ 

地区部会が地域の住民に対して地区部会活動への理解と担い手を確保・育成していく

ために、ボランティア講座の開催を通して地域福祉の推進を図ります。また、より良い

事業展開と継続的に実施できるよう実施地区部会を支援します。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

地区部会数 ５７地区部会 ５７地区部会 

実施回数 １２０回 １５３回 
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○ 車椅子貸与事業【社会福祉課】          （共募）335千円[273千円] 

車椅子が必要な方へ２か月（最長６か月）を限度として、無償で貸し出し、利用者や

介助者の利便性の向上及び経済的負担を軽減します。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

貸出数 ５３０件 ５３０件 

 

○ 保育士修学資金等貸付事業【社会福祉課】 （市補）158,015千円[331,113千円] 

・保育士修学資金貸付事業           

質の高い保育士の養成確保に資することを目的として、指定保育士養成施設

に在学し保育士資格を目指す学生に対し、修学に必要な資金の貸付を行います。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

貸付件数 ５０件 ７０件 

 

・保育補助者雇上費貸付事業          

保育所等における保育士の負担を軽減し、保育士の離職防止を図ることを目

的として、保育士の雇用管理改善や労働環境改善に積極的に取り組んでいる保

育事業者に対し、保育士資格を持たない保育補助者の雇い上げに必要な費用の

貸付を行います。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

貸付件数 ２３件 ７０件 

 

・保育料の一部貸付事業            

未就学児を持つ保育士で、保育の仕事に就労することが決定している方に、

保育料の一部について貸付を行います。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

貸付件数 ３０件 ３０件 

 

・就職準備金貸付事業             

潜在保育士が保育士として保育所等に勤務することが決定した場合、就職準

備金の貸付を行います。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

貸付件数 ３０件 ３０件 
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○ ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業【社会福祉課】 

（市補）27,418千円[26,297千円] 

ひとり親の資格取得支援を目的として、高等職業訓練に係る費用（入学準備金・就

職準備金）の貸付を行います。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

入学準備金件数 ４０件 ４０件 

就職準備金件数 ２５件 ２５件 

 

○ 施設団体等助成事業【社会福祉課】        （共募）3,814千円[3,835千円] 

社会福祉団体の福祉活動の増進と民間社会福祉施設の事業が適切に実施されるよう、

事業等に要する経費を助成します。 
 

区 分 Ｈ３０ 区 分 Ｈ２９ 

団体補助金 １３団体 運営補助金 １３団体 

施設補助金 ３８団体 事業補助金 ３８団体 

歳末助成金 ７０団体 歳末助成金 ７０団体 

 

 

○ 社会福祉事業振興資金貸付事業【社会福祉課】（貸付資金）16,344千円[16,364千円] 

社会福祉法人等が設置運営する社会福祉施設の整備等に必要な資金を融資します。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

償還元金 ２，７２０千円 ３，１２０千円 

受取利息 ４４２千円 ５３５千円 

新規貸付額 １６，０００千円 １６，０００千円 

新規貸付件数 ２件 ２件 

 

○ 放課後児童健全育成事業【社会福祉課】（受託金）2,509,386千円[2,399,947 千円] 

就労等により昼間家庭に保護者のいない児童を対象に、放課後の遊びや生活の場を提

供し、児童の健全育成を図るとともに、保護者の子育てを支援します。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

子どもルーム数 １６４か所 １６５か所 
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○ 権利擁護支援に係る地域連携ネットワークづくり【成年後見支援センター】＜新規＞ 

権利擁護支援に携わる弁護士、司法書士、社会福祉士等とのネットワークづくりを行

うため、各専門職団体等との連絡会議を開催します。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

連絡会議の開催 ２回 － 

 

○ 指定管理の研修【社会福祉研修センター】 （受託金）53,773千円[66,810千円] 

・管理運営部門研修 

健全な法人経営や適正な施設運営を図るため、社会福祉法人の経営者・施設長

を対象に、法人経営・施設運営に関する専門知識についての研修を実施します。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

研修数 ４研修 ４研修 

受講者数 １５０人 １５０人 

 

・専門職研修 

福祉・介護現場に従事する、介護職、ケアマネジャー、看護職、栄養士等の介

護現場で働く専門職の方々を対象に、各々に求められる専門的知識や介護技術を

習得するための研修等を実施します。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

研修数 ８研修 ９研修 

受講者数 ４８０人 ４８０人 

 

・行政職員研修 

福祉担当者の資質の向上を図るため、生活保護担当職員は４階層及び福祉担当

職員は２階層に分割し、全体で６研修を実施します。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

研修数 ６研修 ６研修 

受講者数 １９０人 １７７人 
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・専門課題研修 

福祉、介護施設・事業所等に従事する方々に求められる、介護技術、医療・障

害知識等について、テーマを設定し、知識、技能の向上を目指します。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

研修数 １１研修 １３研修 

受講者数 ６００人 ６９４人 

 

・キャリア創生研修 

キャリア創生研修では、業務を通じて求められる知識・技術について習得の機

会を提供するとともに、受講者の方々が研修での体験を通して自らの将来像を描

き、職業人生の意味を深め、その価値を高めることを狙いとしています。  

自らが自らの道（キャリア・パス）を描けることが、人材定着にも寄与すると

位置づけ、研修体系上、専門職・専門課題とは切り分けて実施します。  

キャリアパス対応生涯研修については、新任・中堅・チームリーダーの３階層

別研修を実施します。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

研修数 ５研修 ５研修 

受講者数 ２３０人 ２３０人 

 

  ・企画提案研修 

幅広い分野から、利用者・従事者のニーズに対応する知識、技術をテーマとし

た研修を企画し実施します。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

研修数 ４研修 ― 

受講者数 １２０人 ― 
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○ 指定管理以外の研修【社会福祉研修センター】 

・認知症介護実践者等研修         （受託金）6,598千円[5,942千円] 

市の事業方針等に基づき、専門職員の資質の向上を図るため、社会福祉施設等

の介護職員を対象に、認知症介護の専門的知識や技術の習得を図る研修を実施し

ます。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

研修数 ３研修 ３研修 

受講者数 ４２０人 ４２０人 

 

・生活援助型訪問サービス従事者研修    （受託金）839千円[804千円] 

千葉市が平成２９年度から移行した新総合事業にあたり、サービスの担い手と

なる無資格者が生活援助型訪問サービスを実施する際のサービスの質や安全性を

習得するための研修を実施します。 
 

区 分 Ｈ３０ Ｈ２９ 

研修数 １研修 １研修 

受講者数 ２４０人 １５０人 

 

 

 

 



 

 


